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Ⅰ．はじめに

　我が国において特殊教育から特別支援教育への転
換がなされて2014（平成26）年で７年が経過した。
すなわち，2007（平成19）年４月１日に特別支援教
育が法的に位置付けられた改正学校教育法が施行さ
れ，同日付けの文部科学省初等中等教育局長通知

（19文科初第125号）によって「特別支援教育は，こ
れまでの特殊教育の対象の障害だけでなく，知的な
遅れのない発達障害も含めて，特別な支援を必要と
する幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実
施されるもの（同通知）」等の理念など，その基本
的な考え方，留意事項等が示された。これにより，
障害のある子どもの教育は，その範囲を拡大するこ
ととなった。さらに，国連の障害者の権利に関する

条約の批准に向けた取り組みの１つとして，教育分
野では，「共生社会の形成に向けたインクルーシブ
教育システム構築のための特別支援教育の推進（報
告）（中央教育審議会初等中等教育分科会，2012）」
が行われた。そこでは，インクルーシブ教育シス
テム構築のための合理的配慮の一つとして，ICT

（Information and Communication Technology）及
び補助用具の活用も求められている（「情報・コミュ
ニケーション及び教材の配慮」，同報告別表３）（中
央教育審議会初等中等教育分科会，2012）。
　これらを受けて，障害のある子どもの教育工学研
究も，大きな転換期を迎えていることが予想され
る。すなわち，特殊教育から特別支援教育への転換
に伴う対象の拡大と，インクルーシブ教育システム
の構築に向けた合理的配慮の一つとして，ICT及び
補助用具の活用が求められることによる内容の質的
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な転換である。また，これに伴って，教育工学に関
する研究や実践は，発達障害を対象とする学会誌や
研究会でも発表されるようになっている（例えば，
後述する表３及び表４）し，文部科学省調査研究委
託事業では，通常の学級における発達障害のある子
どもを対象としたICT活用のハンドブック（筑波大
学, 2014）が提供されている。
　一方，このような動向は我が国に限ったことで
はない。すなわち，障害者の権利に関する条約を
批准した国は2014（平成26）年２月に140カ国を超
えており，同条約に規定されたアクセシビリティ
へ 対 応 す るG3ict（Global Initiative for Inclusive 
Information and Communication Technologies）プ
ロジェクト（G3ict, 2014）やインクルーシブ教育
システム構築のためのICT活用のiCT4i（ICT for 
Inclusion）プロジェクト（European Agency for 
Special Needs and Inclusive Education, 2013aなど）
等の取り組みが行われている。
　本稿では，海外の査読付き論文における研究の流
れを柱におきながら，インクルーシブ教育システム
の構築につながる関連文献を整理した上で今後の展
望を試みる。
　なお，対象となる論文を選定する際には，障害の
ある子どもの教育における教育工学研究の定義を
行っておく必要がある。先に述べた背景から，発達
障害を含めた障害のある子どもに対するICT及び補
助用具の活用並びに情報・コミュニケーション及び
教材を含む研究が含まれるものとする。考え方とし
て，本分野の先行研究となる中村（2011）による「教
育工学的アプローチによる研究」（「教育機器や教
材・教具等の開発や利用に関連する研究（すなわち，
テクノロジーに関する研究）を中心に，授業分析・
施設・設備等までを含む」と規定（中村，2011）。）
を採用する。また，研究の内容等の整理の枠組み
は，海外の先行研究を参考に検討を進める。

Ⅱ．整理の枠組みの参考とした内外の
先行研究　　　　　　　　　

　障害のある子どもの教育工学研究を概括した論文
は，障害種別におけるコンピュータ利用に関する文

献レビュー（例えば，肢体不自由についての松本，
1994；知的障害についての東原，1997；同様の爲
川・橋本，2000など），障害種別の支援技術研究に
関する文献レビュー（例えば，視覚障害についての
渡辺・南谷，2010；聴覚障害についての中園・織田，
2010；肢体不自由についての伊藤，2010）があり，
障害全般に関わる文献レビューは詫間・中村（1977）
と中村（2011）の２件以外には見当たらない。なお，
中村（2011）は，国立特別支援教育総合研究所研究
紀要，日本教育工学論文誌，特殊教育学研究に限定
して包括的な文献レビューを行った。それぞれに論
文の内容から分類がなされている。
　それぞれのレビューで明らかになった論文の内容
の分類は，以下の通りであった。表１に，それぞれ
の先行レビュー論文における障害のある子どもの教
育工学研究の分類の枠組みについて整理した。

　海外ではどのような文献レビューが行われている
のであろうか。これも，合わせて表１に，それぞれ
の先行レビュー論文における障害のある子どもの教
育工学研究の分類の枠組みについて整理した。
　我が国における文献レビューは，1977年に特殊教
育全般についての研究の整理が行われた（詫間・中
村，1977）後，1990年代から2010年にかけて障害
種別の文献レビューが行われている。2011年に再
び全障害種別を網羅したレビューが行われる（中
村，2011）が，最近の海外の例（Istenic Starcic & 
Bagon, 2014 ; European Agency for Development 
of Special Education, 2013b） に 見 ら れ る イ ン ク
ルーシブ教育に目的を絞った研究は見当たらない。

Ⅲ．2007年から2013年までの障害の
　　ある子どものための教育工学研究の
収集　　　　　　　　　　　　

１．対象論文の検索方針
　これまで述べてきた先行研究をもとに，我が国で
行われた研究を特定する方法を検討する。本研究で
は国立情報学研究所が提供する文献データベースで
あるCiNii Articles（http://ci.nii.ac.jp/info/ja/cinii_
articles.html）（アクセス日, 平成26年９月30日）を
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利用することとした。同データベースには，学協会
刊行物・大学研究紀要・国立国会図書館の雑誌記事
索引データベースなど，学術論文情報を検索の対象
とする論文が約1,500万件登録された我が国最大級
のデータベース・サービスと考えられた。
　本論文では，障害のある子どもの教育における教
育工学研究についての論文を検索する。このために
は「障害のある子どもの教育」及び「教育工学研
究」のそれぞれの領域について，複数の検索語によ
る検索を行った後に，それらの論理積（AND）の
検索結果が必要となる。ところが，CiNiiでは，論
理演算を用いた検索語で論文を検索することができ
るが，複数の検索語同士の論理演算を用いること
や，刊行物名や著者所属などのフィールド内での否
定（NOT）検索などができない。
　そこで，実際の作業としては，以下のように対象
論文を決定するようにした。
　まず，本研究が，特別支援教育に移行後の文献研
究であるために「特別支援教育」「論文」「研究」を
検索語として１つでも論文の見つかった論文誌に対
して，さらに「障害のある子どもの教育」と「教育
工学研究」の検索語を設定して対象論文を決定す
る。この中で，『特殊教育学研究』，『電子情報通信
学会論文誌』，『日本教育工学論文誌』など，領域の
明確な論文誌については，例えば，障害のある子ど
もの教育に特化した論文誌である『特殊教育学研
究』，『発達障害研究』，『自閉症スペクトラム研究』
などでは「教育工学研究」の検索語群で検索し，工
学系論文誌では「障害のある子どもの教育」に関し
た検索語群を手がかりに対象論文を特定する。
　このためには，「障害のある子どもの教育」と「教
育工学研究」のそれぞれの検索語群の決定が必要と
なる。網羅的な対象論文の探索は，本来，それぞれ
の論文誌の全ての内容を確認する必要があるし，基
準に従った複数の確認者の一致率なども確認する必
要がある。しかし，この方法ではCiNiiに掲載され
る1,500万件から対象論文を選定することは実現が
難しいと判断した。そのため，ここでは，対象論文
を規定する検索語を先行研究等を参考として，適切
な検索語を設定することで，CiNiiに掲載される論
文全体から対象論文を抽出することを目指す。

　具体的には，先行研究から「障害のある子どもの
教育」並びに「教育工学研究」に関する検索語の
リストを作成し，それぞれの領域の研究論文を抽
出した後に，それらの文献リストにおいて，重複
した論文のみを選別することにした。なお，CiNii
のサイトではシソーラスによる検索機能は見当た
らない（http://ci.nii.ac.jp/info/ja/articles/manual_
keyword.html）（アクセス日，平成26年９月30日）。

２．検索語セットの決定
　ここでは，障害のある子どもの教育工学研究に関
する先行研究から「障害のある子どもの教育」並び
に「教育工学研究」の検索語のセットを決定する。
　まず，この分野の「教育工学研究」の検索語セッ
トを決定する際に，中村（2011）によるレビュー
が報告した『特殊教育学研究』の当該論文の論文
テーマと，『日本教育工学論文誌』に掲載の当該論
文の論文テーマのリストを参考にした。さらに，近
年の教育工学系の論文や，先に紹介したEdiburn

（2000, 2001, 2002, 2003），Istenic Starcic（2014），
European Agency for Development of Special 
Needs Education（2013b）などを含めて，本研究
における障害のある子どもの教育における「教育工
学研究」に関する検索語セットとした。
　また，「障害のある子どもの教育」に該当する論
文を抽出するための検索語セットは，視覚障害，聴
覚障害，知的障害，肢体不自由，病弱等の従来の障
害種別に加えて，学習障害，読字困難，自閉症，注
意欠陥・多動性障害などが網羅されるように決定し
た。なお，実際の検索では表２にあるように「障害」
を検索語とすることで，例えば，視覚障害，聴覚障
害，知的障害等，文字列に「障害」を含む論文が検
索結果に出力されることになる。
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表２　本研究で用いた「障害のある子どもの教育」
　　  並びに「教育工学研究」の検索語のセット

障害のある
子どもの教育 教育工学研究

発達障害
特別支援教育
障害者
インクル
障害児
障がい
障碍
多動
自閉
肢体不自由
病弱
特殊教育
注意欠陥
注意欠如
ディスレクシア
LD
ディスアビリティ
ハンディキャップ
書字困難
学習困難
教育的ニーズ
難読
失読
失書
障害学生

オンライン
UDL
ユンバーサル
ICT
通信
デジタル
AAC
インターネット
アシスティブ
タブレット
iPad
コンピュータ
PC
テレビ
電子
ツール
教材
補助具
玩具
マルチメディア
人工内耳
機器
携帯
投影機
スマート
プロジェクター
教具
ロボット

VR
AR
絵カード
PECS
eラーニング
授業分析
DAISY
パソコン
支援技術
福祉用具
テクノロジー
シンボル
タッチパネル
写真カード
情報検索
シミュレーション
字幕
バリアフリー
合理的配慮
補聴器
エイド
スイッチ

注： 実際の検索では上記のそれぞれの検索語を含む論文
が抽出される。すなわち，「障害のある子どもの教
育」では，視覚障害，聴覚障害，知的障害などに関
する論文が網羅される。

　

Ⅳ．2007年から2013年までの障害の
　　ある子どものための教育工学研究の
動向　　　　　　　　　　　　

　表３は，上述した検索語セットを用いてCiNiiを
検索した結果である。
　このように，障害のある子どもの教育における教
育工学研究を，先行研究から得られた検索語を決
定し，我が国最大の研究論文データベースである
CiNiiで検索した。全体で30誌270論文が見いだされ
た。表３からは，本分野の研究論文が幅広い研究分
野に横断的に行われていることが分かる。さらに，
掲載論文数の上位12誌で全体の80％程度が占められ

ている。
　このように，2007年から2013年に日本の障害のあ
る子どもの教育工学研究に関する論文の数は，表３
に示す結果となった。しかしながら，全体を俯瞰す
るには領域が広すぎるため，本稿の副題に示した領
域を展望するために，さらに，文献を精選すること
とする。

Ⅴ．インクルーシブ教育システムの構築に
　　向けたICT活用に関する論文の対象と
整理の枠組みについて　　　　　

　ここでは，副題に用いたように「インクルーシ
ブ教育システムの構築に向けたICT活用」に関する
論文に絞り込む。この枠組みは，表１の先行のレ
ビュー文献のうち，直接にインクルーシブ教育を視
野に入れた研究によって整理された枠組みを利用す
る。
　具体的には，以下の通りである。
　European Agency for Development of Special 
Needs Education (2013b) は，以下の５つの枠組み
を示している。
１．教育機会の公平性を高めるもの
２．当然の権利としてのICTへのアクセス
３．一般的及び特別なICTに関する教職員の訓練
４ ．多様な利害関係者（ステークホルダー）が関与

するICT研究開発
５．包容（Inclusion）ためのICT活用のモニタリング
　例えば，上記の１には，インクルーシブ教育シス
テムとインクルーシブ教育におけるICTについて述
べた後に，以下が示されている。
　① ア シ ス テ ィ ブ・ テ ク ノ ロ ジ ー（Assistive 

Technology）（カリキュラムへのアクセスとし
て，例えば，注意の集中を高めるマルチメディ
ア，スペルチェッカー，音声読み上げ，スキル
訓練ソフトウェア，計画立案等を支援するマッ
ピングソフトウェア等）

　② ア ク セ シ ブ ル・ テ ク ノ ロ ジ ー（Accessible 
Technology）（例えば，ウェブアクセシビリ
ティ規格，Web2.0等）

　③ 今後期待される技術（Technologies）（例え



－72－

棟方：2007年から2013年に日本の障害のある子どもの教育工学研究に関する調査資料

表３　2007年から2013年における表２の検索語に該当する論文（2014年７月３日現在のCiNiiによる検索結果）

論文誌名 検索結果
（論文数）

内　　　訳

「障害のある
子ども」で検索

「教育工学的
研究」で検索

２条件で一致
で検索 備　　考

電子情報通信学会論文誌. D, 
情報・システム 51 51

特殊教育学研究 29 29 学会発表報告は除く
ヒューマンインターフェース学会
論文誌 25 25

LD研究 18 18
弱視教育 17 17
コミュニケーション障害学 16 16
日本教育工学会論文誌 15 15
日本生活支援工学会誌 12 12 施策動向等の報告は除く
発達障害研究 12 12
情報処理学会論文誌 9 9
教育情報研究 7 7
電気学会論文誌. C, 
電子・情報・システム 7 7

日本音響学会誌 7 7
自閉症スペクトラム研究 6 6
人間工学 6 6
電気学会論文誌. D, 
産業応用部門誌 6 6

発達心理学研究 5 5
日本感性工学会論文誌 4 4
教育心理学研究 3 3
電子情報通信学会論文誌. A, 
基礎・境界 3 3

保育学研究 3 3
LD, ADHD & ASD : 学習障害・
注意欠陥/多動性障害・自閉症ス
ペクトラム障害

1 1

システム制御情報学会論文誌 1 1
人工知能学会論文誌 1 1
言語発達障害研究 1 1
社会心理学研究 1 1
対人社会心理学研究 1 1
電気学会論文誌Ｃ

（電子・情報・システム部門誌） 1 1

乳幼児医学・心理学研究 1 1
福祉心理学研究 1 1

合　　計 270 ※ なお，本表は，広い意味で「障害のある子どもの教育における
　教育工学的研究」の検索結果である
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ば，学習プラットフォーム，モバイルテクノロ
ジー，タブレットやマルチタッチ端末等）（以
上，European Agency for Development of 
Special Needs Education (2013b), pp.8-25より）

　一方，Istenic Starcic & Bagon (2014) は，文献
を整理する中で，以下を挙げている。
１．ICTへのアクセス
２．教授-指導法
３．ICTによる支援方法の開発・評価
４．ICT活用に関する評価
５．インクルーシブ教育場面での活用
６．ICTを活用した共感性

（以上，Istenic Starcic & Bagon (2014), p.217より。
本文で引用されている文献の内容を含めて整理した
もの。）
　上の枠組みを参考にして，１．教育機会の公平性
を高めるもの，２．ICTへのアクセス，３．ICTに
よる支援方法の開発・評価，４．インクルーシブ教
育場面での活用，５．一般的及び特別なICTに関す
る教職員の訓練の５つを１つの目安に整理を行うこ
ととする。なお，我が国ではインクルーシブ教育シ
ステムとして多様な学びの場における教育が用意さ
れるが，上記の４.では，後述するように，通常の
学級での活用を前提とした例を対象とする。
　また，それぞれの研究は，その対象が特別支援教
育，すなわち，初等中等教育を対象とした研究に限
定することとした。なお，機器やシステムの開発研
究は成人を含んだ一般の障害者を対象とした研究が
多い。今回のレビューでは，直接に障害のある子ど
もの研究に結びつくものは含めるが，それ以外は
障害種別の福祉工学の分野の文献レビュー（例え
ば，渡辺・南谷，2010；中園・織田，2010；伊藤，
2010）も行われており，本研究の対象としない。
　表４は，上記の分類と対象によって，副題に用い
たように「インクルーシブ教育システムの構築に向
けたICT活用」に関する論文に絞り込んだ結果であ
る。当該論文の総数は全体の270件から112件とな
り，掲載誌は30誌から20誌となった。最も数の多
かった電子情報通信学会誌D（情報・システム）は
当該論文が51件から17件へ，ヒューマンインター
フェース学会論文誌は25件から７件となるなど，工

学系の雑誌は，その数が３分の１ほどとなり，他の
雑誌は半数ほどとなった。

Ⅵ．インクルーシブ教育システムの構築に
向けたICT活用に関する論文　　

　ここでは先に決定した整理の枠組みによって関連
する文献を整理する。

表４　表３の論文をさらに絞り込んだ対象論文
（インクルーシブ教育システムの構築に向けたICT活用）

論文誌名 検索結果
（論文数）

電子情報通信学会論文誌．D，情報・システム 17

特殊教育学研究 12

ヒューマンインターフェース学会論文誌 7

LD研究 8

弱視教育 10

日本教育工学会論文誌 12

コミュニケーション障害学 9

日本生活支援工学会誌 4

発達障害研究 5

情報処理学会論文誌 5

教育情報研究 7

電気学会論文誌．C，電子・情報・システム 4

日本音響学会誌 2

自閉症スペクトラム研究 1

人間工学 3

電気学会論文誌．D，産業応用部門誌 1

発達心理学研究 2

教育心理学研究 1

システム制御情報学会論文誌 1

人工知能学会論文誌 1

合計 112
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１．教育機会の公平性を高める利用
　①　アシスティブ・テクノロジー
　カリキュラムへのアクセスのためのアシスティ
ブ・テクノロジーには，読み困難児に対するマル
チメディアDAISY（Digital Accessible Information 
System）と電子教科書（水内・小林・森田，2007；
近藤，2012），支援ツールの選択手続き（河野・平
林・高橋，2011），学習障害者のユニバーサルデザ
イン（Burgstahler・近藤，2013），通常の学級にお
ける支援技術の活用（近藤，2012；2013），立体視
による漢字学習（山添・河合・宮尾，2011）があった。
特に，視覚障害者用に当初開発されたDAISY規格
から発展したマルチメディアDAISYを学習障害者
へ指導の有効性を実証的に示した研究はこれまで皆
無（水内ら，2007）であったとされる。また，河野
ら（2011）の支援ツールの選択は，読み書き困難児
を対象として，その認知特性に対応した読み上げソ
フトウェアなどの選定を実証的に行った例であり，
山添ら（2011）も発達性読み書き障害を対象とする
など，従来の障害種別に加えて，発達障害教育への
活用が始まっている。また，近藤（2012）は，日米
の現状比較から，合理的配慮の提供など法的整備に
言及している。
　知的障害教育へのVOCA（Voice Output Communication 
Aids）の導入（坂井・大井，2008）と 開 発（ 大 杉，
2007），シンボルの活用（青木，2011），デジタル
カメラの活用（永澤・熊井・渡部，2008）や自閉
症教育へのインターネットの有効性（永澤・熊井・
渡部，2007）の研究があった。知的障害教育にお
けるVOCAの導入は以前より存在するが，坂井ら

（2008）では，VOCAの効果的な実践にはINREAL
法のような微視的なコミュニケーション評価が不
可欠であることが明らかにされた。また，永澤ら

（2008）では，指導の手段としてではなく，知的障
害者の作業を支援するツールとしてのデジタルカメ
ラの有効性が示されている。
　視覚障害では，弱視児童・生徒のための教材提供
の現状（宇野・左振，2011），携帯端末の活用（氏
間・木内，2012）があり，墨字学習支援（松本・伊
奈・高田・城，2013），仮名漢字変換システム開発（西
田・堀内・黒岩・市川，2012），PDF読み取り（金

堀・鈴木，2007），点字楽譜の変換・生成（阿部・韓・
田村・後藤，2009；後藤・田村・立野，2010），晴
眼者との印刷文書の共有（渡辺・竹内・松本・工藤・
大西，2008）があった。さらに，カメラで取得した
情報をもとに，プロジェクターで色覚障碍者への色
情報提示する（宮木・山下・金子，2011）システム
が開発されている。上記の中で氏間ら（2012）は，
従来の拡大読書器の代替としてiPadを用いる可能性
を示したものであり，従来の支援機器をタブレット
端末等で代替するアプローチが新たに示された例で
ある。
　聴覚障害では，遠隔情報保障（若月，2011；村田・
木村・栗田，2007），パソコン要約筆記（能美・四
日市，2012）やリアルタイムの学年別ルビ付き字幕
提示（小林・西川・三好・石原，2007）が検討され，
手話の実時間動画通信に必要な仕様が決定（村田，
2007）された。
　肢体不自由では，マウス操作の工夫として，手ぶ
れ補正（森本・縄手，2007），カーソル移動制御（渡
辺・畠山・冨板，2013），軌跡の平滑化（縄手・佐
藤・ 森本・藤川，2007）が行われ，食事支援ロボッ
トアーム（上原・比嘉・祖堅・波平，2011）が開発
された。
　②　アクセシブル・テクノロジー
　聴覚障害者のための使いやすいウェブ・コンテン
ツ（Web Content）の研究（西崎・生田目・北島，
2007），高等教育へのアクセスの課題解決に関する
基礎的研究（杉中・土井・畠山，2011； 2012）が
行われた。
　教科書へのアクセスでは，色覚異常を想定した
教科書図表の色づかいの検証（坪川・田中・千田，
2009）や，拡大教材の必要性に関する議論（賀，
2009），拡大教科書作成に関わる現状（金子，2009）
が紹介された。さらに，音声読み上げに関する漢
字詳細読みの自動生成（川崎・笹野・高村・奥村，
2013），生徒の理解が容易なフォネティックコード

（phonetic alphabet）の開発（渡辺・佐々木・青木・
永井，2009），詳細読みの改善（渡辺・大杉・山口・
渡辺・岡田・澤田，2007），携帯電話を用いた音声
ガイド（市川・福岡・大信田・狩野・阿部，2012），
サイクリングへのアクセスのために速度に合わせた
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BGMを自動再生するシステム（星合・鈴木・坂根・
秡川・竹林，2007），歩行空間のアクセスのための
カラーユニバーサルデザイン（窪田・関・狩野・阿
部，2011），音バリアフリー（関，2009），大型電子
化提示教材で使用するロービジョンに適した文字サ
イズの規定法（氏間・島田・小田，2007）が研究さ
れた。これは近距離で測定されてきたロービジョン
に適した文字サイズの検討を，電子黒板等の活用を
視野に入れて行った研究であり，教育の情報化と地
域の学校で学ぶ機会への対応（氏間ら, 2007）を支
援する研究となった。
　ところで，拡大教科書作成に関わる現状を述べた
金子（2009）は，文字の字体，字間，行間，図や
写真，レイアウト，デジタルデータの提供など拡
大教科書の標準規格について述べているが，これ
らの内容は学習障害者への配慮としてBurgstahler
ら（2013）が示した拡大印刷，読んでいる箇所のハ
イライト，文字や背景の色の変更（Burgstahlerら, 
2013）に重なる部分が見られる。このことは，既に
述べたDAISYの学習障害者への適用と同様に，従
来の障害種別を対象に考えられてきた支援技術や工
夫が，発達障害などの支援に役立つ可能性を示して
いると思われた。
　③　今後期待されるテクノロジー
　知的障害者間で視覚シンボルを使うメールシステ
ム（藤澤・清田・梶原・吉村，2007），発達障害者
の姿勢保持練習ゲームの開発（森川・佐藤，2013），
視覚障害者支援用多指型触覚ディスプレイ開発（松
本・嶋脇・酒井，2011），肢体不自由を対象とした
筋電操作型の演奏装置（武田・杉山・島・植野・柴・
福田et al.，2009）などのシステム開発研究が行わ
れた。
　 タ ブ レ ッ ト 等 の 活 用 と し て， 理 科 授 業（ 北
野・氏間，2013），視覚補助具（川嶋・小椋・島
田，2012），デジタルカメラ（川嶋・小椋・柿澤，
2013），デジタル教科書（露﨑，2012）が行われて
おり，重度知的障害児教育への応用（佐原，2013）
も報告されている。
　ゲーム機のポジショニング応用（中野，2009），
立体視を用いた文字学習（山添・三家・河合・佐藤・
山形・山崎, et al.，2009），自閉症教育へのロボッ

ト応用（宮本・李・岡田，2007）では，社会的他者
としてロボットを通じて自閉症者の固執していた行
動パターンが修正されたこと（宮本ら, 2007）が示
された。

２．ICTへのアクセス
　インターネットを通じた教材へのアクセス（本田，
2011），聴覚障害者のウェブ利用特性に基づくユー
ザービリティ（生田目・北島，2007），PCへのアク
セスでは，発話障害のある肢体不自由者のための音
声による文字入力（谷岡・江頭・高田・岡崎・渡辺・
近藤，2008），四肢が不自由な場合のマウス操作代
替（山田・谷岡・岡崎・渡辺・近藤，2010）,放送
大学の遠隔教育へのアクセスとして，同時同期型字
幕付与（大倉・広瀬，2007）について研究された。
上記のうち生田目ら（2007）は，聴覚障害者のウェ
ブ利用特性が，認知的特徴や視覚情報処理に起因し
ており，音声情報の代替ばかりでなく，ウェブの操
作特性に配慮すべきであることを示した。すなわち
障害の主たる困難への対応だけでは支援が十分にで
きないことを示す研究であった。

３�．ICTによる支援方法の開発・評価（教師用を含
む。）

　ICTによる支援方法の開発・評価は以下の通りで
あった。
　自閉症スペクトラム障害に関するものは，コン
ピュータ学習を動機づけとしたソーシャルスキルト
レーニング（奥野・納富，2007），コミュニケーショ
ン支援（式部，2011）， 携帯電話を利用した買い物
指導（坂井・宮崎・二宮・門目，2012），コミュニケー
ション発達のためのロボット（小嶋・安田，2007），
自閉症の特性に応じた学習者モデルの開発とそれに
対応するデジタル教材製作支援（小川・松田・三浦・
瀧，2007）の開発があった。
　発達障害を対象したものには，ICTを用いた余暇
活動（柄田・澤江，2009），カームダウン（Calm 
down）環境（苅田，2009），漢字書字訓練手法の開
発（山添・河合・宮尾，2008），ウェブ・サイトに
よる発達障害児者支援の状況の分析（爲川・橋本・林・
菅野，2011）が行われた。
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　知的障害では，AAC（Augmentative and alternative 
communication）の利用実態に関する調査研究（藤野・
盧，2010）があった。
　障害の重い子どもたちへの対応として，応答する
環境づくり（杉浦，2011），コミュニケーション（岩
根，2012），要求行動の形成（小笠原・白坂・朝倉・
矢島，2010），意思表出行動の促進（寺本・川間・進，
2011），能動的表出行動の促進（苅田，2012）での
ICT活用が行われた。
　視覚障害では，6点入力式による点字型キーボー
ドの開発（日高・辻，2012）があり，聴覚障害では，
携帯電話で学べる数学教材（中村，2009）が開発さ
れた。
　一方で，教師へのICT等の活用に必要な支援方法
の開発などに関するものには以下があった。
　アシスティブ・テクノロジーを検討する方法の
開発（大杉，2009），機関連携による遠隔教育相談
システム（斎藤，2011），ICFのコードを利用した
評価システム （小越・中井・三橋・荒木，2010）や
ICF-CY（小越・中井・小越・三橋・荒木，2012）
を用いた気がかりな児童のための支援システムの開
発が行われた。

４．インクルーシブ教育場面での活用
　通常の学級での活用が期待されるICT活用には，
以下の例があった。
　通常の学級での弱視児への支援（山田毅, 2008），
　学習障害教育におけるICTの活用の重要性の提言

（上野，2012），Webカメラを用いた突発的な児童
問題行動の記録・共有システムの開発（永森・長澤・
植野，2010），聴覚障害者との共生を目指す教育方
法のデザイン（生田目・黒田・杉山・楠・山田・稲垣，
2009）の研究があった。また，視覚障害者用漢字詳
細読みの研究（渡辺・山口・渡辺・岡田，2007），
聴覚障害を対象としたバリアフリー演劇における情
報表示方法（紺家・椎尾，2012），教室の音環境（中
瀬，2007）の研究などはインクルーシブな教室環境
を整えるシステムと期待される。

５．一般的及び特別なICTに関する教職員の訓練
　インクルーシブ教育システムの構築に向けた教職

員の研修や訓練におけるICTの位置づけも重要であ
る。
　まず，「特別支援教育におけるICT活用」に関す
る大学の授業についての実態調査（小林・中園・金
森・島・三崎・丹羽，2012），特別支援学級担任の
短期研修プログラムの開発（大羽・井上，2007）が
挙げられる。
　次に，教員のためのツールに関するものを挙げ
る。
　まず，教師が授業に利用できる系統的に開発した
自主教材ソフト群（小西，2012），自閉症者を対象
としたケース会議支援システム（小川・掛川・森広，
2011；小川・藤井・掛川・高野・森広，2012）がある。
自閉症スペクトラムの当事者へのパソコンの指導

（片岡，2010）のノウハウなどが報告された。
　上記の枠組みの他，テキストマイニング（text 
mining）を用いた分析ツール（名古屋，2013），検
査・評価システム（中園・小堀，2010），デジタル
ペンを用いた書字パターンの評価（平林・河野・中邑，
2013），言語学習支援プログラムによる脳機能の変
化を測定した研究（福島・久保・正高， 2008）が挙
げられる。

Ⅶ．まとめと今後の課題

　障害のある子どもの教育における教育工学研究
を，先行研究から検索語を決定し，我が国最大の研
究論文データベースであるCiNiiで検索した。全体
で30誌270論文が見いだされた。工学系の論文誌か
ら教育や心理学系の論文誌まで横断的に行われてい
ることが分かった。さらに，掲載論文数の上位12誌
で全体の80％程度が占められていた。
　その後，インクルーシブ教育システムの構築に向
けたICT活用に焦点を絞って，研究の動向を探るた
め，上記の「教育工学研究」の270編の論文をICT
の活用に絞って対象論文を決定した。さらに，副題
に用いたように「インクルーシブ教育システムの
構築に向けたICT活用」に関する論文に絞り込みを
行った。該当論文は112編となった。これらを海外
の先行レビュー論文を参考にした枠組みを用いて，
対象論文を整理した。すなわち，１．教育機会の
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公平性を高めるもの，２．ICTへのアクセス，３．
ICTによる支援方法の開発・評価，４．インクルー
シブ教育場面での活用，５．一般的及び特別なICT
に関する教職員の訓練であった。
　新たな動向として，例えば，従来の障害種別に加
えて発達障害等への対応が行われ始めたこと，従来
の障害種別を対象に考えられてきた支援技術や工夫
が，発達障害などの支援に役立つことが示されたこ
と，教育の情報化や地域の学校で学ぶ機会への対応
などの研究がなされたこと，従来の支援機器をタブ
レット端末等で代替するアプローチが新たに示され
たこと，合理的配慮の提供など，ICTの活用に関す
る法的整備に言及された研究が行われたことなどが
挙げられる。
本稿の結論は限定的であるが，大きな流れとして，
この分野の研究の現状を把握して，特殊教育から特
別支援教育へと転換した2007年から2013年までにど
のような研究が行われたのかを示したと考えてい
る。
　ところで伊藤（2010），中園・織田（2010），渡
辺・南谷（2010）の文献レビューは，査読付きでな
い口頭発表の電子情報通信学会信学技報の論文を対
象としていた。もちろん，その中から論文誌に発展
した内容は，今回のレビューに取り入れられている
が，そうでない場合にも，製品として実用化したシ
ステムの紹介もある（渡辺・南谷，2010）とされる。
すなわち，査読のない論文である信学技報や大学の
研究紀要などについても，その研究動向を盛り込ん
だ文献レビューが必要かもしれない。さらに，一歩
進んで考えれば，現状では障害者を対象としていな
いシステム開発に関する論文が，将来的に，本分野
に貢献することは自明であり，今後は，それらの潜
在的な価値のある論文を見いだすような手法も開発
が望まれる。また，システム開発の論文を振り返る
と，渡辺ら（2007，2009）や後藤ら（2010）など，
研究開発の成果が具体的なツールとして一般に活用
が可能になった論文がある一方で，永森ら（2010）
や小川ら（2007，2011，2012）など有効性が確認さ
れたシステムが，本稿の執筆時点において，学校現
場で活用されるまでに至っていない理由なども検討
する必要があろう。

　すでに述べたように，本研究の対象となった論文
誌は，特別支援教育に移行後の文献研究としたため

「特別支援教育」「論文」「研究」を検索語として１
つでも論文の見つかった論文誌とした。このため，
この検索語で検索されない論文誌は，今回の対象か
ら外れている。また，本研究において採用した検索
語セットに含まれない該当論文もあると思われる。
今後，入手出来なかった文献の精査を含めて，より
明確に，その方向性を示したい。
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　Research on Special Education Technology, 
published since 2 0 0 7 were retrieved from the 
CiNii database, which is the most comprehensive 
research database in Japan, by using keywords 
based on previous research. The author found 
270 papers published in 30 professional journals, 
80% of which were in the top 12 journals. These 
papers were examined and 112 papers related to 
the use of ICTs were identified. The papers were 
classified into following five categories based on 
the classification in previous studies on inclusive 

education and the use of ICTs: ( 1 ) Promoting 
equity in educational opportunities; ( 2 ) Access 
to ICT as an entitlement; ( 3 ) Development and 
testing of ICT solutions; ( 4 ) Inclusion; and ( 5 ) 
Training of educational staff in general and special 
ICTs. Several implications for the future are 
discussed.
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